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は し が き

グローバルに事業活動を展開している企業にとって国際事業戦略の立案は欠
かすことはできない。このような国済事業戦略は国際買収、国際事業提携・国際
ジョイントベンチャーおよび国際知的財産という3つの分野に跨がっている。と
りわけ国際買収は重要な事業戦略であり、国際事業戦略の代表である。
本書は3つの部から構成されている。第1部は「国際買収のフレームワーク」
である。第2部は「競争法による規制」である。第3部は「モデル英文国際買収
契約」である。
第 1部は 8つの章から構成されている。第 1章は「国際買収の戦略と形態」
である。国際事業戦略としての国際買収および国際買収の形態について考察す
る。さらにリーガルプランニングの考え方を紹介する。第2章は「国際買収のプ
ロセス」である。国際買収の一般的プロセス、投資銀行、秘密保持契約およびレ
ター・オブ・インテントについて概説する。第3章は「国際買収契約の基本的
構造」である。譲渡価額の合意、クロージング、クロージングの前提条件、表明
保証、誓約、環境責任、補償・免責および解除について、基本的な知識を解説す
る。第4章は「買収におけるデューディリジェンスのリスクとリーガルプランニ
ング」である。デューディリジェンスの重要性について解説する。第5章は「買
収後の経営におけるリスクとリーガルプランニング」である。事業経営の独立性
と支配および買収後の統合について解説し、それぞれの買収後の経営におけるリ
スクおよびその対処法について考察する。第6章は「国際買収失敗のリスクと
リーガルプランニング」である。さまざまな国際買収失敗のリスクとその対処法
を考察する。第7章は「アメリカにおける買収防衛策」である。買収提案前の買
収防衛策および買収提案後の買収防衛策に分けて紹介する。第8章は「国際買収
契約における紛争解決」である。国際仲裁および国際訴訟について解説する。国
際買収取引においては関係当事者間で何らかの紛争が生じる可能性がある。その
ような紛争を解決するための方策として、国際仲裁と国際訴訟の基礎を理解する
必要がある。第2部は 3つの章から構成されている。第1章は「アメリカ反トラ
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スト法による規制」である。合併規則、水平的合併に対する裁判所によるクレイ
トン法の適用、2010年水平的合併ガイドライン、垂直的・コングロマリット的
合併に対する裁判所によるクレイトン法の適用および2020年垂直的合併ガイド
ラインについて、アメリカ反トラスト法による規制を紹介する。第2章は「EU
競争法による規制」である。合併規則および水平的合併ガイドラインについて、
EU競争法による規制を紹介する。第3章は「わが国独占禁止法による規制」で
ある。企業結合審査の対象、一定の取引分野、競争を実質的に制限することとな
る場合、水平型企業結合による競争の実質的制限、垂直型企業結合による競争の
実質的制限、混合型企業結合による競争の実質的制限および競争の実質的制限を
解消する措置について紹介する。第3部は「モデル英文国際買収契約」である。
本モデルではアメリカ法の下において、日本企業がアメリカ企業を合併により買
収する事例を取り上げ、買収にかかわる判例や理論が蓄積されたデラウェア州を
舞台に、日本企業がデラウェア州法人を合併による方式で買収する場合の合併契
約を検討する。
本書『国際事業戦略Ⅰ 国際買収そのリスクとリーガルプランニング』が、国
際買収に関心をもつ、企業の法務部門・企画部門・事業部門・海外営業部門等の
実務家、大学等の法学部・経営学部・商学部の学生を含むすべての方々が国際買
収における基礎的な法律問題を理解する上でお役に立つことを願っている。
最後に、本書の刊行に際して、大学教育出版の佐藤　守社長と編集担当の社　
彩香さんには大変お世話になった。心から感謝申し上げたい。

　2024年 1月
井原　宏
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